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１１１１））））    調調調調    査査査査    概概概概    要要要要 

１ 調査の目的 

県民の消費生活に係る意識や実態を把握し、施策の効果を検証するとともに、県民ニーズや地域

の実情に応じて、今後の施策をさらに効果的なものとするため調査を実施した。 

 

２ 調査項目 

１ 回答者の属性             ２ 消費者問題への関心について 

３ 消費者問題関連の情報入手について   ４ 消費者問題を学ぶ機会について 

５ 消費者トラブルについて        ６ 行政相談窓口について 

７ 食の安全・安心について        ８ 行政に望むこと 

 

３ 調査方法 

調査対象：山梨県在住の満 20歳以上の男女 

対象数 ：2,000 人 

抽出方法：市町村別の選挙人名簿登録者数に応じて配分し、住民基本台帳から無作為抽出 

調査方法：郵送配付・郵送回収 

調査実施期間：平成 23年６月 23 日～平成 23年７月７日 

調査実施機関（委託先）：株式会社 サーベイリサーチセンター 

 

４ 回収状況 

発送数 有効回収数 有効回収率 

2,000 件 936 件 46.8％ 

＊有効回収数：回収票から全く回答がないもの（白票）を除いた数 

◆市町村別回収状況 

  市町村名 発送数 有効回収数 有効回収率  市町村名 発送数 有効回収数 有効回収率 

1 甲府市 446 196 43.9% 15 早川町 6 3 50.0% 

2 富士吉田市 118 63 53.4% 16 身延町 37 16 43.2% 

3 都留市 73 33 45.2% 17 南部町 22 10 45.5% 

4 山梨市 87 47 54.0% 18 富士川町 39 24 61.5% 

5 大月市 69 25 36.2% 19 昭和町 38 25 65.8% 

6 韮崎市 72 31 43.1% 20 道志村 6 2 33.3% 

7 南アルプス市 164 67 40.9% 21 西桂町 11 8 72.7% 

8 北杜市 117 53 45.3% 22 忍野村 20 5 25.0% 

9 甲斐市 165 79 47.9% 23 山中湖村 14 4 28.6% 

10 笛吹市 163 73 44.8% 24 鳴沢村 7 3 42.9% 

11 上野原市 63 34 54.0% 25 富士河口湖町 59 22 37.3% 

12 甲州市 82 36 43.9% 26 小菅村 6 6 100.0% 

13 中央市 68 38 55.9% 27 丹波山村 6 2 33.3% 

14 市川三郷町 42 30 71.4% 28 無回答 - 1 - 
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２２２２））））    回答者回答者回答者回答者のののの属性属性属性属性 

Ⅰ あなたご自身のことについて 

【性別】    【年齢】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【職業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【居住地】 

◆市町村別 

 

 

◆地域別 

 

 

 

 

 

 

 

 

(N=936)

無回答
0.6%

男性
47.3%女性

52.0%

(N=936)

無回答
0.6%

80歳
以上
10.4%

70歳代
16.8% 40歳代

15.2%

20歳代
6.7%

30歳代
11.1%

50歳代
16.8%

60歳代
22.4%

会社員

公務員・団体職員

自営業

農林漁業（家族従事者を含む）

家事専業（主婦・主夫など）

学生

パート・アルバイト

無職

その他

無回答 (N=936)

20.3

7.2

11.1

5.8

13.5

0.6

12.8

25.5

2.6

0.6

0 10 20 30 40
(%)

峡
南

無　回　答

富
士
・
東
部

北杜市

山梨市

笛吹市

甲州市

(N=936)

峡
中

峡
北

峡
東

甲府市

南アルプス市

甲斐市

中央市

昭和町

韮崎市

南部町

丹波山村

小菅村

富士河口湖町

市川三郷町

富士川町

早川町

身延町

鳴沢村

山中湖村

忍野村

西桂町

富士吉田市

道志村

上野原市

大月市

都留市

20.9

7.2

8.4

4.1

2.7

3.3

5.7

5.0

7.8

3.8

3.2

2.6

0.3

1.7

1.1

0 10 20 30
(%)

6.7

3.5

2.7

3.6

0.2

0.9

0.5

0.4

0.3

2.4

0.6

0.2

0 10 20 30
(%)

0.1 (N=936)

富士・東部
22.1%

峡南
8.9%

峡北
9.0%

峡中
43.3%

峡東
16.7%

無回答
0.1%
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３３３３））））    調調調調    査査査査    結結結結    果果果果 

Ⅱ 消費者問題への関心について 

問１ 消費者問題（悪質商法・製品事故・食品偽装など）について関心がありますか。 

（○はひとつ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１－１ 次のうち関心のあるものはどれですか。 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者問題への関心は、「どちらかといえば関心がある」が約半数で最も高く、「非常に関心が

ある」（26.1％）が続いている。両者を合わせた“関心がある”は 78.6％となっている。一方、

「あまり関心がない」と「関心がない」を合わせた“関心がない”は 9.0％と１割に満たない。 

 

“関心がある”と回答した人に関心のあるものをたずねたところ、「食品の安全性について」

（83.0％）が目立って高く、「強引な勧誘や悪質商法の手口と対策について」（51.2％）、「省エネ

やエコなどの環境問題について」（46.0％）と続いている。 

◆“◆“◆“◆“関心関心関心関心があるがあるがあるがある””””    78.678.678.678.6％％％％    
「非常に関心がある」＋ 

「どちらかといえば関心がある」 

 
◆“◆“◆“◆“関心関心関心関心がないがないがないがない””””        9.09.09.09.0％％％％    

「あまり関心がない」＋ 

「関心がない」 (N=936)

無回答
1.1%

どちらとも
いえない
11.4%

非常に
関心がある
26.1%

どちらかと
いえば

関心がある
52.5%

あまり
関心がない
7.3%

関心がない
1.7%

(N=735)

食品の安全性について

強引な勧誘や悪質商法の手口と対
策について

省エネやエコなどの環境問題につ
いて

製品の欠陥や施設・設備の不具合
により生じる事故について

インターネット（携帯電話を含
む）を利用した悪質商法について

架空請求・不当請求について

投資・保険・預金・融資などに関
する問題について

消費者を取り巻く問題に取り組む
市民団体などの活動について

多重債務について

その他

無回答

83.0

51.2

46.0

43.7

34.6

31.3

18.2

10.9

4.1

0.8

0.5

0 20 40 60 80 100
(%)
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問２ 次のような「悪質商法」などの手口について知っていましたか。（○はそれぞれ１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆知っていた悪質商法などの 

手口の個数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「悪質商法」などの手口は、『無料点検商法』（83.8％）と『キャッチセールス』（83.3％）に

おいて「知っていた」がそれぞれ８割以上を占め、『架空請求』（77.5％）、『マルチ商法』（76.0％）

と続いている。『アポイントメントセールス』（52.4％）を除いては、いずれも６割を超えている。 

 

知っていた悪質商法などの手口の個数をみると、「４～７個」（49.1％）が約５割で最も高く、

「８個（すべて）」（31.7％）も３割を超えて高くなっている。「知っているものはない」はわず

か 3.1％となっている。 

(N=936)

１～３個
13.2%

８個
（すべて）
31.7%

４～７個
49.1%

知っている
ものはない
3.1%

無回答
2.8%

(N=936)

キャッチセールス

アポイントメントセールス

マルチ商法

資格商法

先物取引商法

架空請求

無料点検商法

震災を口実にする悪質商法

76.0

63.9

75.4

77.5

83.8

62.3

22.0

11.9

11.3

26.6

6.8

6.7

4.9

5.1

6.0

6.3

83.3

52.4

8.4

34.3

7.7

13.8

3.0

3.5

7.4

4.7

4.8

5.6

5.4

6.0

6.0

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 知っていた  知らなかった わからない 無回答
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Ⅲ 消費者問題関連の情報入手について 

問３ 悪質商法・製品事故・食品偽装などの消費者問題に関する情報を、主に何によって

得ていますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者問題関連の情報入手先は、「テレビ・ラジオ」が 94.7％で最も高くなっている。次いで、

「新聞・雑誌（フリーペーパーを含む）」（73.6％）、「家族・知人」（39.1％）、「県や市町村の広報

誌・ホームページ」（28.8％）となっていて、上位２項目の媒体に集中している。 

(N=936)

テレビ・ラジオ

新聞・雑誌（フリーペーパーを含む）

家族・知人

県や市町村の広報誌・ホームページ

事業者などからのお知らせ

消費者団体などからの情報

国民生活センターのホームページなど

県民生活センターのホームページなど

市町村の消費生活相談窓口

個人のブログなどのホームページ

その他

入手していない

無回答

94.7

73.6

39.1

28.8

8.8

4.4

3.2

3.0

2.8

2.8

2.2

0.7

1.1

0 20 40 60 80 100
(%)
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問４ 消費生活に関して、主にどのような情報を得たいですか。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費生活関連で得たい情報は、「悪質商法などの手口と消費者被害・トラブルへの対処方法」が

46.3％で最も高く、５割近くを占めている。次いで、「食品の安全性や食品表示制度についての情

報」（39.4％）、「消費生活に関する法律や制度など」（31.1％）が高くなっている。 

(N=936)

悪質商法などの手口と消費者被害・トラ
ブルへの対処方法

食品の安全性や食品表示制度についての
情報

消費生活に関する法律や制度など

商品・サービスの安全性や商品などのリ
コール情報

消費生活に役立つ衣食住などの基礎知識

消費者問題に関する相談窓口

環境にやさしい暮らし方

消費生活に関する行政の施策や取り組み

講座や催しなどのイベント開催情報

家計管理などライフプランに関する情報

消費者を取り巻く問題に取り組む市民団
体などの活動

その他

特にない

無回答

46.3

39.4

31.1

29.1

21.9

19.2

17.4

12.1

7.2

6.5

4.9

0.3

4.7

2.9

0 20 40 60

(%)
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問５ 消費者向けの情報提供手段で有効と考えられるものはどれですか。 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有効だと考えられる消費者向けの情報提供手段は、「テレビ（ＣＭ）」（88.8％）が約９割を占め

て目立って高くなっている。次いで、「テレビスポット（くらしの情報）」（60.8％）、「ラジオスポ

ット」（36.1％）が続き、電波媒体が上位３項目を占めている。 

(N=936)

テレビ（ＣＭ）

テレビスポット（くらしの情報）

ラジオスポット

各種消費者被害防止パンフレット

消費生活情報誌「かいじ号」

ショッピングモールにおける広告

県や県民生活センターのホームページ

バス・電車中吊り広告

地域における消費生活講座など

駅構内広告看板

フリーペーパー

メールマガジン

その他

無回答

88.8

60.8

36.1

25.5

20.9

18.8

14.9

14.3

10.8

8.7

8.1

4.5

2.7

1.3

0 20 40 60 80 100
(%)
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Ⅳ 消費者問題を学ぶ機会について 

問６ 悪質商法・製品事故・食品偽装などの消費生活に関わる講座や催しに参加したこと

がありますか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６－１ 参加したことがないのはなぜですか。

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費生活関連の講座や催しへの参加状況は、参加したことが「ある」と回答した人は 8.8％に

とどまり、約９割が参加したことが「ない」と回答している。 

 

参加したことが「ない」と回答した人にその理由をたずねたところ、「講座や催しが開催され

ていることを知らなかったから」が 50.5％と約半数を占め、次に「忙しくて時間がなかったから、

時間が合わなかったから」（30.3％）、「他の場所や媒体で情報を得ているから」「参加する必要が

なかったから」（それぞれ 19.9％）が高くなっている。 

(N=936)

ない
90.6%

ある
8.8%

無回答
0.6%

(N=848)

講座や催しが開催されていること
を知らなかったから

忙しくて時間がなかったから、時
間が合わなかったから

他の場所や媒体で情報を得ている
から

参加する必要がなかったから

講座や催しに参加することは面倒
だから

講座や催しのテーマに興味・関心
がわかなかったから

開催場所が遠くて行きづらかった
から

その他

無回答

50.5

30.3

19.9

19.9

18.5

10.3

10.3

2.1

1.9

0 20 40 60
(%)
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問７ 消費生活のどのような講座に参加したいと思いますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加したい消費生活関連の講座の上位３項目は、「悪質商法の手口とその対処法に関する講座」

（36.8％）、「食品表示の見方など食に関する講座」（34.9％）、「環境にやさしい暮らし方に関する

講座」（30.8％）となっており、いずれも３割以上を占めている。 

(N=936)

悪質商法の手口とその対処法に関する講座

食品表示の見方など食に関する講座

環境にやさしい暮らし方に関する講座

インターネット利用時の注意点などの講座

クレジットカード利用法など金融に関する講座

家計管理などライフプランに関する講座

その他

特にない（興味がない）

無回答

36.8

34.9

30.8

19.0

13.4

12.6

1.2

23.1

5.9

0 10 20 30 40
(%)
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Ⅴ 消費者トラブルについて 

問８ あなたは、商品やサービスについて被害を受けた場合に、消費者救済の仕組みがで

きていると思いますか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商品やサービスについて被害を受けた場合に消費者救済の仕組みができていると思うかは、「ど

ちらともいえない」が 36.3％で最も高くなっている。「できていると思う」と「どちらかといえば

できていると思う」を合わせた“できていると思う”は 30.5％、「あまりできていると思わない」

と「できていると思わない」を合わせた“できていると思わない”は 30.1％であり、ほぼ同じ割

合となっている。 

◆“◆“◆“◆“できているとできているとできているとできていると思思思思うううう””””            30.530.530.530.5％％％％    
「できていると思う」＋「どちらかといえばできていると思う」 

    
◆“◆“◆“◆“できているとできているとできているとできていると思思思思わないわないわないわない”    30.130.130.130.1％％％％ 

「あまりできていると思わない」＋「できていると思わない」 

(N=936)

無回答
3.0%

どちらとも
いえない
36.3%

できていると
思う
9.5%

どちらかと
いえば

できている
と思う
21.0%

あまり
できている
と思わない
20.9%

できていると
思わない
9.2%
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問９ ここ１～２年の間に、あなたは消費生活上のトラブルにあいましたか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９－１ それはどのようなトラブルでしたか。

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最近１～２年間における消費生活上のトラブルの状況は、トラブルに「あった」と回答した人

9.6％、「あわなかった」と回答した人 88.5％となっている。 

 

消費生活上のトラブルにあった人にその内容をたずねたところ、「架空請求や振り込め詐欺な

どに関するもの」が３割を占めて、最も高くなっている。次いで、「販売方法に関するもの」

（24.4％）、「商品・サービスの内容に関するもの」（23.3％）が高くなっている。 

(N=90)

架空請求や振り込め詐欺などに関するもの

販売方法に関するもの（大げさな広告、ウソやカン違いするよう
な説明、契約をせかされたり、おどされた、しつこく勧誘されたなど）

商品・サービスの内容に関するもの（偽物、欠陥品、量や
質、性能や効果が表示や説明と違ったなど）

食の安全に関するもの（消費期限や賞味期限切れ、産地や原
材料の偽装、異物混入など）

商品やサービスの価格に関するもの（“特別価格”や“優待価
格”がウソだったなど）

事後の応対や苦情への対応などに関するもの（納得のいく
説明がない、苦情に対する誠実な対応がないなど）

内容や価格以外の契約に関するもの（不当な条件が付いて
いた、取引条件などを理由なく一方的に変えられたなど）

個人情報の取り扱いに関するもの（個人情報漏えいの被害
にあったなど）

解約に関するもの（契約を取り消そうとしたら高額なお金を請求さ
れたなど）

その他

30.0

24.4

23.3

15.6

13.3

12.2

10.0

8.9

3.3

7.8

0 10 20 30 40 (%)

(N=936)

あわ
なかった
88.5%

あった
9.6%

無回答
1.9%
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問９－２ トラブルにあった契約のきっかけは何でしたか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９－３ トラブルにあった際、どこかへ（誰かに）相談しましたか。（○は１つ） 

 

 

 

問９－３－１ どこへ（誰に）相談しましたか。 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(N=90)

自分から店舗や事務所に出向いて

業者から電話をもらい、その話を
きいて

業者が自宅に訪問してきて

インターネットから情報を得て

カタログやテレビなどをみて

業者に街で呼び止められ、事務所
などに同行されて

業者に電話などで呼び出され、事
務所などに出向いて

その他

無回答

26.7

21.1

20.0

11.1

7.8

3.3

1.1

17.8

8.9

0 10 20 30 40 (%)

(N=90)

無回答
1.1%

相談した
61.1%

相談
しなかった
37.8% (N=55)

家族・親族

友人や知人（職場の同僚・上司・
近所の人を含む）

販売店やメーカーなどの相談窓口

県民生活センター

甲府市消費生活センター

市町村（甲府市以外）の消費生活
相談窓口

弁護士

警察

国民生活センター

県庁

その他

49.1

30.9

23.6

20.0

14.5

10.9

10.9

10.9

3.6

0.0

3.6

0 20 40 60(%)
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トラブルにあった契約のきっかけは、「自分から店舗や事務所に出向いて」が 26.7％で最も

高く、「業者から電話をもらい、その話をきいて」（21.1％）、「業者が自宅に訪問してきて」

（20.0％）が続き、上位３項目がいずれも２割以上となっている。 

 

トラブルにあった際の相談状況は、「相談した」が 61.1％に対し、「相談しなかった」が 37.8％

となっている。 

 

相談した人にその相談先をたずねたところ、「家族・親族」（49.1％）、「友人や知人（職場の

同僚・上司近所の人を含む）」（30.9％）の順で高く、身近な人に相談する傾向がみられる。次

いで、「販売店やメーカーなどの相談窓口」（23.6％）、「県民生活センター」（20.0％）となって

いる。 
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Ⅵ 行政相談窓口について 

問 10 県民生活センターでは、消費者トラブルの解決に向けた消費者相談を実施していま

すが、ご存じでしたか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 10－１ どのように知りましたか。 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活センターでの消費者相談実施の認知割合は、「知っていた」55.6％、「知らなかった」

42.9％となっている。 

 

「知っていた」と回答した人に認知経路をたずねたところ、「テレビ（くらしの情報）」が 60.8％

で圧倒的に高く、次いで「テレビ（ＣＭ）」（37.1％）、「テレビ（広報番組）」（28.3％）が続き、

上位３項目をすべてテレビが占める結果となった。 

(N=520)

テレビ（くらしの情報）

テレビ（ＣＭ）

テレビ（広報番組）

消費生活情報誌「かいじ号」

知人の紹介

県ホームページ

以前相談したことがある

その他

無回答

60.8

37.1

28.3

21.7

8.3

8.1

4.6

5.2

0.8

0 20 40 60 80 (%)

(N=936)

知らな
かった
42.9%

知っていた
55.6%

無回答
1.5%
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問 11 県民生活センターの消費者相談サービスについて、どのようなことを望みますか。

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活センターの消費者相談サービスに望むことは、「広域的な被害拡大防止のための市町村

への迅速な情報提供」（39.5％）、「弁護士など専門家による相談対応」（39.1％）、「専門的知識や経

験のある相談員の増員」（38.8％）が上位３項目を占め、それぞれ４割近くと高く、それに次いで

「夜間や休日対応の電話相談体制づくり」となっている。 

(N=936)

広域的な被害拡大防止のための市町村
への迅速な情報提供

弁護士など専門家による相談対応

専門的知識や経験のある相談員の増員

夜間や休日対応の電話相談体制づくり

移動県民相談の実施回数の増加

消費生活出前講座の実施頻度の増加

その他

無回答

39.5

39.1

38.8

32.7

13.6

9.0

2.5

9.4

0 20 40 60
(%)
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問 12 現在あなたがお住まいの市町村役場で、悪質商法・製品事故・食品偽装などの消費

生活相談窓口を設けていることを、ご存じでしたか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12－１ あなたがお住まいの市町村では、どのように消費

生活相談窓口を広報しているか、知っているもの

はどれですか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村役場における消費生活相談窓口設置の認知割合は、「知っていた」27.2％、「知らなかっ

た」70.7％となっている。 

 

「知っていた」と回答した人に広報手段で知っているものをたずねたところ、「市町村広報誌」

が 84.3％で目立って高く、次いで「自治会回覧」（28.2％）、「消費生活情報誌『かいじ号』」（18.0％）

となっている。 

(N=255)

市町村広報誌

自治会回覧

消費生活情報誌「かいじ号」

新聞記事

防災無線

役場での案内

市町村ホームページ

パンフレット

その他

無回答

84.3

28.2

18.0

17.6

16.1

11.8

7.1

5.1

1.6

0.8

0 20 40 60 80 100 (%)

(N=936)

知らな
かった
70.7%

知っていた
27.2%

無回答
2.0%
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問 13 あなたのお住まいの市町村の消費生活相談窓口について、どのようなことを望みま

すか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村の消費生活相談窓口へ望むことは、「専門的知識や経験のある相談員の配置または増員」

が 42.7％で最も高く、次いで「表示や案内を分かりやすく、消費生活相談のしやすい体制づくり」

（39.5％）、「市町村内の被害拡大防止のための迅速な情報提供」（37.8％）、また「相談室の確保

や相談内容などのプライバシーの保護」も３割近くになっている。 

(N=936)

専門的知識や経験のある相談員の配置
または増員

表示や案内を分かりやすく、消費生活
相談のしやすい体制づくり

市町村内の被害拡大防止のための迅速
な情報提供

弁護士など専門家による相談対応

相談室の確保や相談内容などプライバ
シーの保護

市町村内の地域単位での相談会や消費
者被害防止講座の開催

その他

無回答

42.7

39.5

37.8

36.5

28.6

15.7

1.7

7.7

0 20 40 60
(%)
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Ⅶ 食の安全・安心について 

問 14 あなたは食品の安全性についてどのようにお考えですか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問14－１ 特にどのような点に不安を感じますか。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品の安全性についての考えは、「少し不安」（52.9％）が過半数を占めて最も高く、「あまり

不安はない」（24.8％）が続いている。「非常に不安」と「少し不安」を合わせた“不安がある”

は 69.8％で、７割近くを占めている。反対に、「あまり不安はない」と「不安はない」を合わせ

た“不安はない”は 27.6％となっている。 

 

“不安がある”と回答した人に不安な点をたずねたところ、「食品表示の信頼性（偽装や不正

がないか）」（66.5％）が目立って高く、「食品添加物の健康への影響」（43.8％）、「輸入食品の安

全性」（39.7％）と続いている。 

◆“◆“◆“◆“不安不安不安不安があるがあるがあるがある””””            69.869.869.869.8％％％％    
「非常に不安」＋「少し不安」 

 
◆“◆“◆“◆“不安不安不安不安はないはないはないはない””””            27.627.627.627.6％％％％    

「あまり不安はない」＋「不安はない」 

(N=936)

あまり
不安はない
24.8%

非常に不安
16.9%

少し不安
52.9%

不安は
ない
2.8%

無回答
2.7%

(N=653)

食品表示の信頼性（偽装や不正がないか）

食品添加物の健康への影響

輸入食品の安全性

食品に含まれる放射性物質の健康への影響

食品に残留する農薬や動物用医薬品（抗菌、抗
生物質）の健康への影響

食品の製造、加工、調理段階での安全性（異物
やアレルギー物質の混入、細菌汚染など）

家畜伝染病への感染（ＢＳＥ、鳥インフルエン
ザなど）

遺伝子組み換え食品の安全性

その他

無回答

66.5

43.8

39.7

34.5

29.9

23.0

16.1

13.8

0.2

3.2

0 20 40 60 80(%)
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問 15 「食の安全・安心」に関する情報であなたが特に知りたいと思うことは何ですか。

（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「食の安全・安心」関連で特に知りたいと思う情報は、「食品の安全性に関わる物質や病原菌な

どについて」が 57.8％で最も高く、次いで「食品表示制度について」（43.5％）、「食中毒の発生、

食品の自主回収その他食品に関わる事件、事故、違反などについて」（41.3％）となっている。 

(N=936)

食品の安全性に関わる物質や病原菌などについて
（食品添加物、農薬、動物用医薬品、放射性物質、アレルギー物
質、ＢＳＥ、鳥インフルエンザ、病原性大腸菌、寄生虫など）

食品表示制度について

食中毒の発生、食品の自主回収その他食品に関わ
る事件、事故、違反などについて

食品の抜き取り検査や飲食店、食品の製造所など
への立入検査の結果について

遺伝子組み換え食品について

食育や地産地消、県産食品の認証制度について

食品に関係する講習会やイベントなどのお知らせ

その他

無回答

57.8

43.5

41.3

38.6

19.1

17.4

6.6

0.7

5.4

0 20 40 60

(%)
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問 16 山梨県では、「食の安全・安心に関する条例（仮称）」の制定を予定していますが、

あなたが特に重要だと思うことは何ですか。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山梨県での「食の安全・安心に関する条例（仮称）」制定の予定にあたり特に重要だと思うこと

は、「適正な食品表示の推進」（50.0％）が５割を占めて最も高くなっている。次いで「食品に関

する検査体制、検査機能の充実・強化」（42.7％）、「食品に関する情報公開の充実・強化」（42.4％）

と続き、上位３項目のすべてが４割以上と高くなっている。 

(N=936)

適正な食品表示の推進

食品に関する検査体制、検査機能の充実・強化

食品に関する情報公開の充実・強化（食中毒の発生、食品
の自主回収その他食品に関わる事件、事故、違反など）

基準を超える農薬などが検出された農林水産物の出荷を禁
止できる制度

想定外の新たな要因による健康被害が懸念され緊急な対応
が必要な場合、必要な調査や措置勧告を行うことができる
制度

生産・製造工程の管理制度（農業におけるＧＡＰ、食品製
造業などにおけるＨＡＣＣＰなど）や農薬又は化学肥料の
使用量を低減させる生産方式の推進

県民が「食の安全・安心」に関する施策を提案したり、食
の安全を損なうような情報を入手した場合に県に情報提供
できるような仕組み

食育や地産地消、県産食品の認証制度の推進

遺伝子組み換え作物の栽培を規制する制度

生産者・事業者・消費者が食品の安全性などについて話し
合う場の設置

消費者の代表や食品衛生の専門家などにより構成する外部
委員会の設置

その他

無回答

50.0

42.7

42.4

27.0

23.8

16.7

13.7

11.8

11.4

6.4

5.4

0.2

4.7

0 20 40 60
(%)
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Ⅷ 行政に望むこと 

問 18 消費者問題に対する取り組みとして県や市町村に望むことは何ですか。 

（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者問題に対する取り組みとして行政に望むことは、「身近な場所で相談できる窓口を増やす

（消費生活センター新設など）」が 47.4％と、半数近くを占めて最も高くなっている。次いで「消

費者被害の実態や対処方法、相談窓口の連絡先など情報提供を充実する」（39.5％）、「行政が事業

者への指導・取締まりを強化する」（37.5％）となっている。 

(N=936)

身近な場所で相談できる窓口を増やす
（消費生活センター新設など）

消費者被害の実態や対処方法、相談窓
口の連絡先など情報提供を充実する

行政が事業者への指導・取締まりを強
化する

夜間や休日でも相談できるよう相談体
制を充実する

商品・サービスの事故などのリコール
情報の提供を充実する

住民の声を消費者行政に反映するた
め、提案や申し出の制度を充実する

消費者の自立を促す消費者教育（講座
などを含む）の機会を拡充する

消費者を取り巻く問題に取組む市民団
体活動を支援する

その他

無回答

47.4

39.5

37.5

30.6

20.7

15.0

13.1

9.8

1.3

12.0

0 20 40 60

(%)
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４４４４））））    調調調調    査査査査    票票票票    
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